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学
　排出権という言葉を聞いたことがあるで
しょうか。今月は、その排出権を産み出す仕組みの一つであるクリーン開発メカニズム（
C
lean D
evelopm
ent M
echanism
＝
ＣＤＭ）の温室効果ガス排出削減への寄与とその課題についてお話します。●排出権とは？
　現在、話題になっている排出権の大多数
は、
｢ 温室効果ガス（主として二酸化炭素）
排出許可証
｣
を意味します。これは本来、
法的な権利ではなく単なる許可 付与ですが、広く用いられているので、ここでも便宜的に排出権という言葉を使います。
　さて、排出権には大きく分けて二つの種
類があります。一つ 温室効果ガス排出の節約によって生まれる排出権で、 ま一つは排出削減プロジェクトによって創り出される排出権です。前者は、上限排出量（これは蓋を意味するＣＡＰという名で知られています）が付与され、その枠内であれば課徴金が求められないという仕組みです。この 「課徴金なしで排出することができる」という性質が、この排出枠を「権利」 呼ぶゆえんです。より具体的に、図１を用い
て説明しましょう。Ａ国とＢ国に温室効果ガスの排出上限枠（ＣＡＰ）が課されています。この時、ＣＡＰに比べて実際の排出量が、Ａ国では少なく、Ｂ国では多かったとしましょう。この時、 国 は排出枠の余剰があるため、その余剰分を排出権として他者に販売することができ す。他方、Ｂ国は超過排出を回避するためＡ国から排出権を購入し、超過分の排出枠を獲得することができます。このようにして取引された排出枠が
｢ 節約によって生まれる排出
権
｣
で、ＣＡＰの割り当てが前提とされ
ます。
　他方、
｢ 排出削減プロジェクトによって
創り出される排出権
｣
は、ＣＡＰを必要
とはしません。例えばＣＡＰが課されていないＣ国に、温室効果ガスであるメタンを大量発生させるごみ処理場があるとし（図２を参照） 。このごみ処理場にメタン回収設備を導入し、メタンの排出を抑え 、その抑制量が排出権として創出されます。前の例と同様に、排出量がＣＡＰを超過しているＢ国は、このプロジェクトから創出される排出権を購入するこ により、超過分の排出が可能となります。以上のような
メカニズムがＣＤＭであり、温室効果ガス排出の数値目標（すなわちＣＡＰ）の無い途上国においても、排出削減を促す仕組みとして機能しています。●ＣＤＭの具体例
　私が働いている三井物産は、ＣＤＭプロ
ジェクトの開発と排出権 販売に携わっています。商社は、海外における事業を古くから展開しています。これまでに培った経験とネットワーク、及び商社が持つ機能を生かしながら、プロジェクト事業者がＣＤＭプロジェクトを実施するお手伝いをし、プロジェクト 生じる排出権を、需要に届ける役割を果たしています。現在、出権の需要者は、電力会社から一般 人々に至るまで、幅広く存在します。●排出権取引の意義
　では、ＣＤＭプロジェクトの規模や効果
はどの程度なのでしょうか。図３が示す通り、排出削減プロジェクトから創出され排出権の取引量は年々増えています。世界銀行によると、ＣＤＭプロジェクトから創出された排出権は京都議定書が発効された
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二〇〇五年に急激に伸び、二〇〇七年には五億五〇〇〇トン、金額にして七四億ドル（約六七〇〇億円） に達しました。排出権は、プロジェクトが実施され 排出削減の事実が確認されてから発効されるので、実際の資金移転は数年後になりますが そのころには先ほどのお金が途上国のプロジェクト事業者に流れることになります。
　ここで、この七四億ドルという額の取引
の意義を考えてみましょう。途上国開発という観点から重要なことは、排出権販売による外貨収入の増大を見込み、途上国 おいて自発的に排出削減プロジェクトを実施する事業者が出始めていることです。通常、排出量削減を可能 する設備建設には多額の初期投資が必要とされます。先ほどの例で言うと、メタン回収装置の設置には、高い費用がかかります。温室効果ガスの排出にＣＡＰがかからな 途上国では を削減する誘因がありません。そこで、何らかの促進政策が必要になります。
　最初に登場した投資誘因は政府開発援助（ＯＤＡ）に依存したもので、小規模に留まっていました。例えば、一九九一年に設立された地球環境ファシリティ（
G
lobal 
E
nvironm
ental F
acility
＝ＧＥＦ）は、
途上国の地球環境保全に対する取組を支援するために資金提供を行う仕組みで、世界銀行、国連開発計画（ＵＮＤＰ） 、国連環境計画（ＵＮＥＰ）の三機関により共同運営されています。対象分野は、地球温暖化
防止、オゾン層保護、生物多様性、国際水域の四分野で、原則として無償資金を提供しています。現在、地球温暖化防止のために、年間二 ・五億ドルの資金提供が行われていますが、これは二〇〇七年度にＣＤＭによって創出された排出権総額の三％程度に過ぎません。ＧＥＦは排出削減プロジェクトへの資金提供以外 役割もあるので、このことがＧＥＦの意義を失わせるわけはありませんが、ＧＥＦによって動員 きる資金が、ＣＤＭと比べて小さ の 明らかです。
　もちろん、ＯＤＡによる資金流入にはＧ
ＥＦ以外を通じたものも多く 例えば二国間援助や国際機関による多国間援助を通じたプロジェクトという形でも、温室効果ガスの排出削減がなされています。しかし途上国で必要とされる資金 排出削減だけではない で、これらの援助機関は 温室効果ガス排出削減だけに特化するわけにはいきません。
　一方、二〇〇八年の洞爺湖サミットでの
合意文書がうたう「二〇五〇年までに排出量を半減する」という目標を達成するには、四五兆ドルもの資金が必要と言われています。これまでにより多くの排出をしてきた先進国により大きな責任がある一方、先進国で排出削減を達成するための投資費用は莫大なものになると見られていること、今後排出量を急激に伸ばすのは経済力をつけつつも、同時に貧困問題 も抱え 途上国
であることを考えると、途上国での排出量を抑えるための資金をどのように調達するかはとても大きな課題です。●ＣＤＭの成果 題
　ＣＤＭは各事業者の自発的な排出削減を
促す枠組であるため、民間の資金が重要な役割を演じます。まだ課題が多い仕組みですが、途上国におけ 排出削減プロジェクトの先進国からの資金調達 、ＯＤＡに依存せずに行う最初の実験としては成果を出してきていると思われます。
　もちろん全てが順調に進んでいるのでは
なく、様々な課題があります。代表的な問題として第一に、実施される地域が偏っていることが挙げられま 。 いうのは、ＤＭプロジェクトのほとんど 中国やインドなど、元々海外からの直接投資が多い数カ国に集中しているからです。第二に、制度の運用に関す 問題 生じ い 具体的には、Ｃ 実施には国連の承認が必要となりますが、そ スピード、解釈の適切性、環境保全との両立性などの問題が指摘されて ます。現在、全ての関係者がその解決に向けて知恵を絞っていますが、 読者 皆様にも、 の分野に参画いただき、温室効果ガス削減のために一緒に取り組んでいただければ幸いで 。
（なかむら 　ひろみ／三井物産環境事業部・アジア経済研究所開発スクール一四期生）
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図３　プロジェクトベ スー排出権の年間取引量（2012年までの排出権）
（出所）World Bank, State and Trends of the Carbon Market 2008.
図２ 図１
